

























































































































































































































































































































































































日 月 火 水 木 金 土
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２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９
午前
午後
午前
午後
午前
午後
午前
午後
３０
※ 日程調整の都合上、できるだけ可能な日程を増やしていただきますよう、ご協力をお願いします。
※ 概ね午前（9：00～12：00）、午後（14：00～17：00）で予定しています。
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口
頭
意
見
陳
述
申
立
書
平
成
 
 
年
 
 
月
 
 
日
 
 
審
理
員
 
○
○
 
○
○
 
殿
審
査
請
求
人
 
○
○
 
○
○
 
 
 
行
政
不
服
審
査
法
第
31
条
第
1項
の
規
定
に
よ
り
、下
記
の
と
お
り
口
頭
に
よ
る
意
見
陳
述
を
申
し
立
て
ま
す
。
記
１
 
審
査
請
求
の
件
名
２
 
審
査
請
求
年
月
日
３
 
口
頭
に
よ
り
意
見
陳
述
を
希
望
す
る
日
時
及
び
場
所
以
上
-1
0-
（
資
料
17
）
（
資
料
18
）
「臨床法務研究」第23号
－90－
口
頭
意
見
陳
述
を
行
う
に
あ
た
っ
て
の
お
願
い
 
本
日
は
、
審
査
請
求
に
係
る
口
頭
意
見
陳
述
に
ご
足
労
い
た
だ
き
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
審
理
を
滞
り
な
く
進
め
る
た
め
、
以
下
の
点
に
つ
い
て
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。 
○
 
身
分
証
明
書
の
ご
用
意
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
○
 
発
言
の
際
は
、
審
理
員
の
許
可
を
求
め
て
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
発
言
さ
れ
る
場
合
は
、
要
点
を
押
さ
え
、
簡
潔
に
し
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。
 
 
（
他
の
出
席
者
の
陳
述
を
妨
げ
る
こ
と
は
お
や
め
く
だ
さ
い
。）
 
○
 
携
帯
電
話
等
情
報
機
器
に
つ
い
て
は
、マ
ナ
ー
モ
ー
ド
と
す
る
な
ど
ご
配
慮
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
会
場
で
通
話
等
に
使
用
す
る
こ
と
は
お
や
め
く
だ
さ
い
。
○
 
関
係
者
の
発
言
を
委
縮
さ
せ
る
お
そ
れ
も
あ
り
ま
す
の
で
、
録
音
・
撮
影
等
は
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
こ
の
手
続
の
内
容
を
み
だ
り
に
公
に
す
る
こ
と
も
同
様
に
ご
遠
慮
く
だ
さ
い
。
 
（
今
後
の
審
理
の
資
料
と
す
る
た
め
、
審
理
員
に
お
い
て
は
IC
レ
コ
ー
ダ
ー
で
録
音
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
こ
の
点
は
、
ご
了
承
く
だ
さ
い
。）
○
 
そ
の
他
、
審
理
員
の
指
示
に
は
従
っ
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。
 
※
 
こ
れ
ら
の
注
意
事
項
を
守
ら
れ
な
い
場
合
、
発
言
を
制
限
し
、
陳
述
を
終
了
さ
せ
、
又
は
、
庁
舎
管
理
者
の
判
断
に
お
い
て
、
退
去
等
の
措
置
を
と
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。
 
-1
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○
 
口
頭
意
見
陳
述
の
流
れ
及
び
注
意
点
 
口
頭
意
見
陳
述
は
概
ね
以
下
の
流
れ
で
行
い
ま
す
。
【
必
要
に
応
じ
て
以
下
の
よ
う
な
注
意
事
項
を
追
加
】
※
 
本
口
頭
意
見
陳
述
で
は
、【
税
情
報
・
非
開
示
情
報
な
ど
】
を
取
り
扱
う
た
め
、【
法
令
上
守
秘
義
務
が
あ
る
情
報
・
非
開
示
情
報
な
ど
】
の
内
容
が
わ
か
る
よ
う
な
質
問
・
回
答
は
で
き
ま
せ
ん
。
そ
の
点
は
ご
了
承
く
だ
さ
い
。
 
開
会
前
の
諸
手
続
出
席
者
の
確
認
、
注
意
事
項
の
説
明
を
行
い
ま
す
。
 注
意
事
項
に
つ
い
て
は
表
面
に
記
載
の
事
項
を
ご
説
明
し
ま
す
。
開
会 統
括
審
理
員
の
宣
言
で
開
会
し
ま
す
。
審
査
請
求
人
の
意
見
陳
述
審
査
請
求
人
が
、
10
分
程
度
の
時
間
で
意
見
陳
述
を
行
い
ま
す
。
事
件
に
関
係
な
い
事
項
、
そ
の
他
相
当
で
な
い
場
合
（
繰
り
返
し
な
ど
）
は
制
限
す
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
了
承
く
だ
さ
い
。
審
査
請
求
人
か
ら
の
質
問
・
応
答
審
査
請
求
人
は
、
審
理
員
の
許
可
を
得
て
質
問
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
 事
件
の
内
容
に
よ
っ
て
は
、
事
前
に
質
問
内
容
を
事
前
提
出
し
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
が
、
提
出
が
無
く
て
も
許
可
を
得
て
質
問
す
る
こ
と
は
可
能
で
す
。
（
た
だ
し
、
そ
の
場
合
、
許
可
す
る
か
ど
う
か
お
時
間
を
い
た
だ
く
こ
と
に
な
り
ま
す
。
）
そ
の
場
で
行
わ
れ
た
質
問
な
ど
、
す
ぐ
に
答
え
ら
れ
な
い
場
合
に
つ
い
て
は
、
回
答
の
方
法
を
定
め
て
、
後
日
回
答
さ
せ
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
審
査
会
か
ら
の
質
問
 審
理
員
か
ら
実
施
機
関
・
審
査
請
求
人
に
対
し
、
質
問
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
閉
会
-1
3-
（
資
料
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）
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）
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○
 
口
頭
意
見
陳
述
（
平
成
○
年
○
月
○
日
実
施
）
シ
ナ
リ
オ
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
～
事
件
（
平
成
○
年
瀬
戸
内
市
行
審
第
○
号
）
発
言
者
・
実
施
者
事
項
審
理
員
１
．
本
人
確
認
審
理
員
２
．
事
務
連
絡
 
本
日
は
口
頭
意
見
陳
述
に
ご
足
労
を
い
た
だ
き
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。
手
続
の
開
始
に
先
立
っ
て
、
今
日
の
口
頭
意
見
陳
述
の
後
の
手
続
に
つ
い
て
い
く
つ
か
ご
説
明
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
 
ま
ず
、
お
手
元
に
私
の
名
前
で
出
さ
せ
て
い
た
だ
い
て
い
る
、「
審
理
手
続
の
期
日
等
及
び
審
理
手
続
の
終
結
予
定
時
期
に
つ
い
て
（
通
知
）」
が
置
か
せ
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
つ
い
て
で
す
が
、
口
頭
意
見
陳
述
の
時
期
に
つ
い
て
は
、
先
だ
っ
て
お
知
ら
せ
し
て
い
ま
す
の
で
説
明
を
省
略
し
ま
す
。
続
い
て
、
私
ど
も
審
理
員
が
審
理
を
終
結
し
、
審
査
庁
で
あ
る
市
長
に
対
し
て
、
審
理
の
結
果
で
あ
る
意
見
書
を
提
出
す
る
時
期
を
来
月
上
旬
と
定
め
ま
し
た
の
で
、
こ
の
書
面
を
も
っ
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
 
次
に
、
ま
た
お
手
元
に
置
い
て
お
り
ま
す
「
行
政
不
服
審
査
会
等
へ
の
諮
問
に
関
す
る
申
出
に
つ
い
て
」
で
す
。
以
前
に
も
お
渡
し
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
お
手
元
に
置
い
て
い
ま
す
。
中
を
ご
覧
い
た
だ
い
て
、「
１
審
理
員
に
よ
る
審
理
手
続
・
第
三
者
機
関
へ
の
諮
問
手
続
の
導
入
」
と
書
か
れ
て
い
る
ペ
ー
ジ
の
図
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。
先
ほ
ど
お
話
し
し
た
意
見
書
の
提
出
が
③
に
あ
た
る
の
で
す
が
、
今
後
、
④
の
第
三
者
機
関
へ
の
諮
問
・
答
申
に
移
行
し
ま
す
。た
だ
、こ
の
手
続
に
つ
い
て
は
、
さ
ら
に
数
か
月
単
位
の
時
間
が
か
か
る
こ
と
も
あ
っ
て
、
審
査
請
求
人
の
申
立
て
に
よ
り
、
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
、
と
い
う
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
た
の
が
先
ほ
ど
の
書
面
で
す
。も
し
、省
略
を
希
望
さ
れ
る
場
合
は
、も
う
1
枚
の
「
瀬
戸
内
市
行
政
不
服
審
査
会
へ
の
諮
問
に
つ
い
て
の
申
出
書
」
に
必
要
事
項
を
記
入
い
た
だ
い
て
、
当
市
の
総
務
課
ま
で
郵
送
を
お
願
い
し
ま
す
。
 
以
上
が
、
今
後
の
手
続
の
ご
案
内
と
な
り
ま
す
。
ご
質
問
は
ご
ざ
い
ま
せ
ん
か
？
審
理
員
（
担
当
課
職
員
入
場
→
○
○
（
内
線
○
○
）
審
理
員
３
．
注
意
事
項
の
説
明
 
口
頭
意
見
陳
述
の
開
始
に
先
立
ち
ま
し
て
、
手
続
を
進
め
て
い
く
上
で
の
注
意
事
項
を
ご
説
明
し
ま
す
。
お
手
元
に
も
「
口
頭
意
見
陳
-1
4-
述
を
行
う
に
あ
た
っ
て
の
お
願
い
」
を
置
い
て
い
ま
す
が
、
改
め
て
ご
案
内
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
※
 
「
口
頭
意
見
陳
述
を
行
う
に
あ
た
っ
て
の
お
願
い
」
の
朗
読
。
 
今
日
の
手
続
は
、
概
ね
開
始
か
ら
1
時
間
程
度
を
予
定
し
て
い
ま
す
。
少
し
長
い
時
間
と
な
り
ま
す
。
体
調
が
悪
く
な
っ
た
な
ど
あ
り
ま
し
た
ら
遠
慮
な
く
お
知
ら
せ
く
だ
さ
い
。
統
括
審
理
員
４
．
手
続
の
開
始
宣
言
 
こ
れ
か
ら
～
～
～
～
～
事
件（
平
成
○
年
瀬
戸
内
市
行
審
第
○
号
）
の
口
頭
意
見
陳
述
を
開
始
し
ま
す
。
審
理
員
５
．
申
立
人
の
意
見
陳
述
 
そ
れ
で
は
、意
見
陳
述
に
入
り
ま
す
。さ
て
、今
回
の
審
査
請
求
で
問
題
と
な
っ
て
い
る
の
は
、・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
で
す
。
こ
れ
に
絞
っ
た
陳
述
を
心
が
け
る
よ
う
お
願
い
い
た
し
ま
す
。
 
そ
れ
で
は
、約
20
分
間
を
目
途
に
、審
査
請
求
人
の
意
見
陳
述
を
お
願
い
し
ま
す
。
審
査
請
求
人
（
意
見
陳
述
）
※
 
注
意
事
項
・
約
20
分
間
は
、
重
複
し
た
と
し
て
も
酷
い
場
合
を
除
き
、
制
止
は
し
な
い
予
定
で
す
。
・約
15
分
後
を
目
途
に「
15
分
が
経
過
し
ま
し
た
。」
を
伝
え
ま
す
。
・
そ
の
他
、
審
理
員
の
職
権
を
行
使
す
る
場
合
も
あ
る
か
と
思
い
ま
す
。
そ
の
際
は
、
ご
判
断
を
お
願
い
し
ま
す
。
審
理
員
６
．
処
分
庁
か
ら
の
回
答
 
審
査
請
求
人
か
ら
の
質
問
事
項
と
し
て
、
～
～
～
に
つ
い
て
の
質
問
が
あ
り
ま
し
た
。
処
分
庁
の
回
答
を
お
願
い
し
ま
す
。
（
質
問
が
想
定
さ
れ
る
内
容
と
し
て
は
以
下
の
と
お
り
）
・
○
○
○
・
△
△
△
処
分
庁
（
回
答
）
審
理
員
７
．
審
理
員
か
ら
の
補
充
質
問
続
い
て
審
理
員
か
ら
の
補
充
質
問
で
す
が
あ
り
ま
す
で
し
ょ
う
か
。
※
 
必
要
で
し
た
ら
お
願
い
し
ま
す
。
統
括
審
理
員
８
．
手
続
の
終
結
宣
言
 
こ
れ
で
、
口
頭
意
見
陳
述
手
続
を
終
結
し
ま
す
。
-1
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料
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第29回パネルディスカッション
　以下は、岡山大学において、令和元年５月25日に開催したシンポジウム「行政不服審査制度の運用
について」のパネルディスカッションの記録である。（岡山行政法実務研究会事務局　苗加和香）
※以下の文中におけるシンポジウムの登壇者は次の通りである（発言順、敬称略、肩書は当時。なお、
会場からの質問者については文中に掲載。）。
吉野＝吉野夏己（岡山大学大学院法務研究科教授・弁護士）
矢吹＝矢吹龍直郎（瀬戸内市総務部総務課主任）
南川＝南川和宣（岡山大学大学院法務研究科教授）
吉野　それでは引き続きまして、第一報告、第二報告に対する質疑応答を行いたいと思います。何か
ご質問はございませんでしょうか。本日、自治体の職員の方も来ていただいておりますので、審
査請求については規模によって状況が違うと思いますが、何かご紹介できるような事案や知見が
ございましたら是非、教えていただきたいと思います。
水沼　功（福山市総務課専門員・弁護士）　ありがとうございました。福山市総務課専門員の水沼と
申します。質問が三点ほどあるのですが、一つずつの方がよろしいですか。一つは、第二報告の
４ページの審理員の⑶と審査会の⑵に関わる問題なのですが、⑶では審理員は法律、条例、憲
法違反は審査できない。審査会も違憲法令審査権はない。色々な審査請求の色々な理由がある中
で、そういったものがこういった一部として、（…）も、そもそも審査請求人が先ほどの生活保護
ではないですけれども、憲法違反だけを求めてくるような場合、これは審査の対象外という結論
になるわけですけれども、その審査の対象外という結論を棄却という形で出すのか、それとも却
下という形で出すのか。それから、却下という結論になった場合、それは形式的な違反と同様に、
その審査の受付の段階で、そういう風な対応をするのか。それかやはり、審理員それから審査会
というルートにのせた上で却下という結論を出すのか。色々なルートがあり得ると思うのですが、
南川先生のお考えはどういうものなのかお聞きしたいです。
南川　はい。ありがとうございます。却下裁決と棄却裁決の区別は、申立要件を充足しているか、し
ていないかですので、本案の主張が憲法違反だけというケースであっても、申立要件を充足して
いれば、それは棄却裁決ということに分類されます。ちなみに、審査請求人が憲法違反の主張の
みを行っている場合に、他に何も審査せずに、憲法違反は本案審理の対象外、審査庁の審査権限
がありませんといって、棄却裁決をする例というのは、あまり見たことがなく、処分の憲法違反
のみの主張がなされている場合も、処分が違法だから不服申立をしてきたのだろうということを
踏まえて、通知などの内規類にそった再計算をきちんとして、それを審理員意見書や審査会答申
の中で示して、それで先ほどのフレーズに対応する締めの言葉として、本件処分は通知類に従っ
て、正しく決定されているので適法且つ適正な処分と認められるという形で、棄却裁決にしてい
る例がほとんどだと思います。そこで、もしそういう処理をせずに、審査権限がないので棄却裁
「臨床法務研究」第23号
－94－
決です、ということだけをやった場合に、審査請求人がその後、裁決の取消訴訟を起して、審査
請求に瑕疵があるといってきた場合、裁判所はどう判断するのかというと、別にその場合にも裁
決に瑕疵があるとはいわないと思いますので、仮に審査権限がないので棄却しますという答申や
裁決を出しても、特に違法ではないと思います。ただ審査請求の機能としては、審査請求人に対
して、処分について納得してもらうという機能もありますので、先ほどの内容ですとかなり審査
請求人に不満が残ったままの状態で審査請求手続が終わりますので、ここはやはり、憲法違反に
ついては審査権限がないですが、あなたに対して行った処分は、きちんと審理員や審査会が再検
討した結果、正しいものなのです、というところまでやるのが、丁寧でいいのではないかなとい
うふうに思っています。
水沼　ありがとうございました。二番目の質問は、今の先生の回答にも少し関わるのですが、審査請
求があった場合に、審査請求人が主張している理由に限らず、審理員や審査会は行政処分の違法
性、不当性全般につき審査できるという風にされております。そうすると、審査請求人がいって
いる理由、それに対して処分庁がそれに反論するという形になった場合、その審理員や審査会が
問題と感じている他の論点が、そういったものが具体化しないままに手続きが進んでいってしま
う可能性があると思います。そのような場合、そもそも審理員がその問題をどういうタイミング
でどういう風に定義し、尚且つ、当事者にどのように議論を考えさせるのか。運用になるかもし
れませんけれども、何かご意見がございましたら、いただけると有り難いと思っております。
南川　はい。ありがとうございます。それも本当に非常に難しい問題でして、ほとんどの場合、本人
が審査請求を行うこの不服申立てにおいては、改正法の立て付けになっている審査請求書、弁明
書、反論書という制度ではなかなか論点が浮かびあがってこないわけです。どうするのか非常に
難しいところだと思います。だから、審理員意見書を見ていますと、審理員が職権でこの問題に
ついても検討するというような書きぶりで審査請求人が主張していない、そして処分庁が弁明し
ていない事柄について、審理員意見書の中でその判断が示されているのもありまして、それだと
先ほどいった制度の立て付けとは、上手くマッチしていないのですが、それが本当に審査請求人
本人が代理人を付けずに臨んでくることの問題点であると感じています。あまりいい答えには 
なっていないのですが。
水沼　ありがとうございました。難しい問題だというのがよくわかりました。最後に三点目なのです
が、こちらはレジュメ４ページの２の⑵なのですが、ここに書いてある宇賀先生のコメントが書
いてあるのですが、参考として、先生にお伺いするのは筋違いかもしれないので申し訳ないので
すが、もし何か思うところがあれば教えていただきたいのは、法律適合性審査は出来ないのだけ
れど、ただし、行政委員会による準司法手続の場合には違憲立法審査権を認めるべきとする説が
あるという風にコメントされてます。この記述は、審査会の審査権限という面からという風にし
て書かれているわけですけれども、この考え方は、審理員の場合も同じように考えてよろしいの
でしょうか。
南川　ここでいう準司法的手続というのは、行政上の不服申立の審査手続よりもより強い特別法、独
立行政委員会制度の下での手続きですので、そもそも行政不服審査法に基く審査会のことですら
ありませんので、審理員のことでも特には関係ございません。
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水沼　わかりました。ありがとうございました。
松浦亮介（東広島市総務部総務課法務専門員）　今回、初めて参加させていただきました広島県東広島
市の松浦といいますが、南川先生にお尋ねしたいのですが、今回のテーマとは、少し外れて、審
理員制度の一般的なところになるのかと思うのですが、教えていただければと思ってお聞きいた
します。先生のレジュメの１ページ目に岡山県の行政不服等審査会の体制について書かれていま
す。その中で、審理員については、１事件に２名。１名は弁護士。という風な組み合わせでされ
ているという事なのですが、基本的には外部の有識者が２名審理員をされている。というような
理解でよろしいのでしょうか。
南川　はい。非正規の職員として、弁護士を審理員として採用しているということです。
松浦　弁護士とセットで二人で体制を組まれるもう一人の審理員の方は、どういう人がされているの
でしょうか。
南川　それは総務、法務部門で、先ほど、瀬戸内市でもあったような総務、法務部門の職員というこ
とです。
松浦　わかりました。有り難うございます。
不明　矢吹さんにお聞きできればと思うんですけれども、小規模自治体というようなところで、総務
課の行政の方がどういうことをされているのかわからないけれども、例えば、原課のところから
法務相談を受けられて、助言をされたりだとか、というようなこともあるのでしょうか。
矢吹　はい。ございます。
不明　そこで、処分をするしないというところで、原課の方に対して助言などをした。その後、その
処分に対して不服申立てなどを訴えた。というようなケースがあろうかと思います。そのような
ケースがもし起こった時に、そして、審査手続がきた時に、審査手続にどういう風なかかわり方
をしようか、そういう風なことをもし想定されていて、取り組み等があれば教えていただければ
なと思います。
矢吹　有り難うございます。これも行政不服審査法改正の際に問題になったことの一部で、行政不服
審査法改正前は、それこそ念の為にということで、少し難しめの処分に関しては、総務課の行政
係に合議ということで、決裁が回ってきたりということがございました。それに関しては、新行
政不服審査法改正に伴って、それは止めてくださいということで、お伝えしているところです。
今回の一号事件、二号事件、どちらに関しても、審理員として持ち込まれたものはこちらから助
言も何もなしで処分がされ、直接審査請求がされたというのが実情なので、特にそこまでの意識
はありませんでした。一般的には、総務課行政係のする助言に関しては一般的事項で、個別的な
判断についての最終責任は担当課にあります、というようなことは通知しておりますので、個別
の事案にもよるのだとは思うのですが、仮に少し助言をしていたからといって審理員から除外さ
れる理由になるとは、考えてはおりません。しかし、事案によっては、ずっと関わっていて助言
していて、それこそ処分に関わっているようなことが起きましたら、それは個別に審理員として
除外していただくという形になるのではないかなという風には思っております。こんな形でよろ
しいでしょうか。
不明　はい。どうも有り難うございました。
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福重さと子（岡山大学法学部准教授）　岡山大学の法学部で行政法の担当として務めております福重と
申します。報告者の先生方、お一人ずつに一つずつ質問があるのですが、先ず、瀬戸内市の矢吹
主任様に質問させていただくのは、最後のところでちらっとおっしゃった職員さんの方には、法
律アレルギーがあるというお話しで、私も岡山市の方で行政不服審査同好会の審査会の委員をや
っておりまして、審査の結果等は審査会で決めるのですが、起案等は全職員さん、事務局の方で
やってくださるようになっていて、優秀な職員さんでも必ずしも法律を専門にして勉強されたご
経験がない方ですので、大変だろうなと思うところはとてもありまして、それに異動が結構ある
ので、出来るだけ助けになるような助言など出来たらなと思っているのですが、特に法律につい
てどういうところが困難があるのかというのを、もし具体的にございましたら教えていただきた
いと思います。
矢吹　ありがとうございます。少しお答えしにくいかもしれないんですけれども、確かに岡山市さん
ぐらいの規模でいらっしゃいますと、異動があったとしてもある程度、法律に関係のある部署に
異動されたり、そういったことになろうかなと思います。ただ、瀬戸内市の規模ですとそれこそ
昨日まで生活保護をされていた方が、次は建設をやったりとか、労務をやったりとか、そういっ
たことがまま起きますので、いい言い方をすれば器用なのですが、悪いいい方をしてしまえば、
どっち付かずということで、あまり専門的ではないというような状況です。あとは、法律アレル
ギーという話しをしてしまいましたけれども、周りの方の起案を見て、何とか事務をこなしてい
くんだという方がやはり多くいらっしゃって、法令の確認というのは二の次、三の次。法制執務、
条例の一部改正となると、一からどうやってやるんだろうというお問い合わせが、行政係によく
くるというようなそんな形でございます。やはりここが小規模自治体の悩みどころで、自治体は
各々みんながみんな同じことが出来ないといけない。すべきことは出来ないといけない。でも、
やはり法令に秀でた者だけがいるわけではないということがありますので、そこは小規模自治体
ならではの悩みになってしまうのではないかなと。国、県の方と同じように、行政不服審査制度
を運用するのは難しいという風に感じる次第です。こんなところで、よろしいでしょうか。
福重　どうもありがとうございます。南川教授にご質問があるのですが、レジュメの７ページのとこ
ろで、審理員はあくまでも内部の人なのだから、内部基準に従わなければいけないという意見が
あるというお話しだったと思うのですが、審理員はもちろん内部の人がなることもありますけれ
ども、外部の弁護士さんが務めたりされることもあるわけで、そういう場合にもやはり内部基準
に従わないといけない。法律が外部の人を送ることも認めているのに、そういう仕組みを持って
いるのに、こういう解釈になるのに少し違和感があるなという風に感じました。そのあたりの外
部の人が審理員になる可能性もあるということについては、何かその件に関して議論があったの
でしょうか。もしございましたら、是非、教えていただければ大変有り難いと思います。
南川　やはり審理員に外部の弁護士を登用するとか、審査会に大学の研究者を委員として任命すると
かいいましても、それらは非正規・非常勤の職員として当該自治体が採用して自治体に所属する
わけですので、もちろん審理員も審査会委員も形式的には内部の職員ということになります。つ
まり、審理員ならば審査庁に所属する職員でありますので、最終的には内部規範に拘束されるの
ではないかという、そういう議論がこの法改正の時に政府側から見直しの指針として、示されて
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いたということでございます。
福重　分かりました。どうもありがとうございました。
古田隆（神戸市保健福祉局監査指導担当部長）　神戸市の古田です。南川先生に質問です。不当性審査
の限界について言及がありましたが、裁定的関与に関してはどうお考えでしょうか。例えば、県
のある事務所長の処分が不当であると知事が判断した場合、事務所長が自分の判断が正しいと思
っていたとしても、県としての統一的判断が優先されるべきかと思うのですが、市長の処分が不
当であると県知事が取り消してしまうのは、自治が保障された別の地方公共団体の裁量判断に手
を突っ込むことになるのではないか。裁定的関与における不当性審査については、一定の限界が
あるのではないかと思うのですが、いかがでしょうか。
南川　はい。ありがとうございます。審査請求には、処分庁と審査庁とが一致する場合と、処分庁と
審査庁が一致しない場合があるわけですけれども、新しい行政不服審査法は裁決の内容につい
て、処分庁と審査庁が一致しない場合は、変更裁決や義務付け裁決は出来ないといったような、
そういう制限は明文では定めているんです。しかし、他方で今、おっしゃったような不当性審査
にどこまで入るかみたいなのは、明文では定めていないという状況にありますので、そういう問
題が生じてくるわけです。理論的に考えますと、今のご意見も一つではあるのですが、ただ市民
からみるとやはり審査庁も処分庁も一つの行政としてくくれるわけですから、そうすると行政内
部での判断、即ち三権分立の基での裁判所という行政から外にある独立した第三者、裁判所では
ない行政というカテゴリーの中で、一つになっているという点を重視すれば、やはり審査庁と処
分庁が異なっていても、不当審査に入っていけるのではないかとも考えられます。そこが、改正
行審法が審査請求をどういうふうに位置付けて、どう理解するのかという、その考え方で、結論
が変わってくるのではないかなというふうに思っているところです。はっきりとしたことは今い
えないのですが。問題の意識としましては、勉強になるところだと思います。ありがとうござい
ました。
古田　前職は法務課長でしたので、新法施行時の神戸市の審査体制を述べますと、審査庁事務と審理
員事務は総務課、審査会事務は法務課が所管し、係長と担当１名は両課兼務でした。今は、全て
法務課から組織改正された法務支援課で担当しています。審理員は、嘱託の弁護士を指名し、審
査会は弁護士２名と大学の先生１名の３人で構成しています。外部の弁護士が行政不服審査に関
与することにより、大分違ってくるのではないかなと思います。
水沼　すみません。福山市の水沼ですけれども、先ほどの神戸の方の行政審査の関係で、福山市の審
理員として、この問題をどのようになっているのかということの実情をご説明したいと思います。
私は、不当だということになった場合にそれを理由に取消という結論に直結することは難しいと
いう風には思っております。やはりそうすると、法律が不当性について審査しろといっているの
はどういう意味かなと考えた場合、先ほど、南川先生のご指摘があったように、この制度は是非
を決めるだけではなく、審査請求人に対する行政行為の説明をする。十分に納得をしていただく。
そういう意味では、公務員としての説明責任の問題であると。そこが裁判所ではなくて、行政と
して位置付けられる問題であるということを考えると、例え不当な理由であって取消をしなかっ
たとしても、同じ行政目的を達成するのに、他に選択肢はなかったのかなと。あったとしたら、
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何故、今回、行政処分を選択したのか。ということについて質問権で質問する。そして、その回
答で審査請求を示すというところに、十分に法制度の意味があるのではないかなという風に考え
ておりまして、ですから審理員の立場からして、これは複数選択肢の余地がある場合にはたとえ
違法性がない場合でも、不当性に疑いがあると考えた場合には、この質問をするようにしており
ます。福山市全体の実情については。
坂田照典（福山市総務課主事）　福山市の総務課の坂田と申します。福山市の状況といたしましては、
旧行政不服審査制度の時代においては、異議申立て、審査請求を含めて年に１、２件ありました。
新制度に移行しても、年に２、３件ということで推移しております。本市においては、審理員の
方の基準といたしましては、任期付の資格を有している方お二人と、その方以外には訴訟経験の
ある管理職というような基準を設けております。概ね、任期付有資格者の方が審理員になってお
ります。通常業務で相談も受けますので、相談を受けていない方がやるというような運用をして
おり、一応、除斥にならないような配慮は行っております。
平田彩子（岡山大学法学部准教授）　岡山大学法学部で法社会学を担当しております平田と申します。
今日は、有り難うございました。矢吹さんに一点ご質問があるのですが、８ページのスライド、
審理員の育成の箇所で「自治体相互に職員を融通する制度・協定もあってもいいのではないか」
というご指摘がありました。日本も人口減少になっておりますし、総務省の方でも自治体連携を
推進される方向であると思うのですが、その流れにも沿うものなのかなと思って聞いておりまし
た。質問は、実際の自治体現場で審理員を融通するための自治体連携として、どのようなやり方
が考えられるのか、ということです。どういった連携の形がより職員の負担軽減につながったり
ですとか、或いは職員自身の専門性を確保・維持し向上させるといったことにつながるのか、何
か具体的なイメージをお持ちでしょうか。もし自治体間連携の可能性があるのであればどういっ
た形があるのかということで、現場からのお考えを頂戴できれば有り難いです。宜しくお願いし
ます。
矢吹　ありがとうございます。具体的にどういった制度とまでは、思い至ってないのですが、報告の
中で申し上げた通り小規模自治体における審査請求というのが、数年に一度というのが現実的な
ところではないかなというところで、ある意味、こういういい方をしていいのかは別問題として
なのですが、災害応援のような形で応援みたいな形で職員を派遣していただいて、そうすれば実
際、審査請求を受けた自治体を、例えば法務担当職員というのは、自分の自治体を支援すること
に専念することもできますし、この審査請求を受ける中で二つの自治体が審査請求に関わること
ができるというメリットもあるのではないかなと思いましたので、こういった意見といいますか、
考えを書かせていただいたところです。中身がどうかというところまでは検討しているわけでは
ありませんので、人事等の制度にお詳しい方のお知恵をお借りしたいなと思っております。すみ
ません。全然、答えになっておりませんが。
平田　ありがとうございました。
東原良樹（神戸大学大学院法学研究科博士後期課程）　神戸大学大学院法学研究科博士後期課程の東原
と申します。南川教授と矢吹さんに一つずつ質問させていただきたいと思います。まず矢吹さん
に質問させていただきます。審理員についてなのですが、審理員に対して補助職員を置く措置が
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なされているのかどうかというところです。その質問の趣旨というのは、補助職員を置くとなる
と、審理員に対して何かしらのフォローをするということになるのではないかということです。
いわゆる除斥事由、除斥原因という問題も出てくるのではないかという点について、お伺いします。
矢吹　はい。ありがとうございます。瀬戸内市では審理員に補助職員を置くということは、想定され
ていません。基本的に課長級、課長補佐級の方が二人いらっしゃったので、今までのように補助
職員に関する事務は私が全部やっていたということになります。今後も、恐らくそうなるかなと
思うのですが、例えば、課長級、課長補佐級の方だけで審理員を組むということになった場合に
は、今後、例えば、総務課の者の中から一名補助職員としてあてるということは考えられる話し
ではないのかなというふうに思っております。
東原　ありがとうございます。続いて南川教授に質問なのですが、不当性審査についてのところなの
ですが、審理員と審査会とそれぞれ不当性審査をする場合、あり得ると思うのですが、やはり不
当性審査について塩野先生の教科書を紹介していただいて、審査会についての不当性審査につい
てのご指摘について判断代置的な審査ではなくて、社会観念審査ではないのかというご意見かと
思います。南川教授が実際に行政不服審査会の審査委員として、審査をされている中で、不当性
審査はどのように扱われているかについて教えていただければと思います。
南川　この塩野先生の教科書の引用の部分については、私もすこし疑問があり、本日みなさんに紹介
した次第です。それから、不当性審査についてなのですが、私自身はやったことはございません。
もっといいますと、大体、私が関わっている時には、先ほど申しましたように、あまり行政実務
の現場をひっかきまわしたりしてはいけないと思っておりますので、基本的には、事務局が争点
整理をして挙げてきた論点について判断をするといった対応をしております。そして、事務局が
不当性について問題にしたことは、これまで一度もございません。ただ、今後なのですが、不当
性審査を行っている他自治体の先進的な審査会の答申例もフォローしながら、そして、全国の状
況を見ながら、ゆくゆくは岡山地域でも審査請求において、不当性の実質的な審査ができるよう
になっていけばよいと、どちらかといえば慎重に構えております。
切原秀隆（広島県府中市税務課課長）　広島県府中市の切原と申します。南川先生に一つ質問がありま
して、広島県府中市は審査会事務を広島県に事務委託をしています。福山市さんはもちろん、福
山市さん自身でなさっているのですが、広島県の自治体の大半、それから一部事務組合が審査会
事務を広島県に委託しています。審査請求があった場合の不当性審査については、事務受託者で
ある広島県の審査会はどこまで踏み込んでいいものかどうかという単純な疑問なのですが、その
あたり、先生はどのようにお考えでしょうか。
南川　はい。それは、先ほどの古田さんのご質問と重なるところなのですが、やはり審査請求人の側
からすれば、処分庁と審査会が属する行政体・行政主体が異なるということは、どちらかといえ
ば関係がなくて、行政に対して、行政内部にそもそも解決をゆだねて申立しているということで
すので、そこを重視するのでしたら、そのような構造に関係なく不当性の審査も行われるべきと
思うのですが、先ほど古田さんがおっしゃられていたように、処分庁サイドの立場を重視してこ
の制度を理解すれば、やはりそれはなかなか、例えば県の審査会としては、抑制的な態度をとる
べきだという話しに繋がっていくことも考えられるのではないかと思っています。今の話しを聞
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きますと、少し脱線しますけれども、やはり処分が覆される可能性がある点で、諮問機関ではあ
りますが、審査会のような事務を出来るだけ自分達の手の中、組織の中に持っておきたいという
ふうに思うのではないかと思うのですが、広島ではそうやって多くの自治体が、いわゆる広島方
式に参加した点で非常に興味があるのですが、そういう心配、つまり、その自分達の出した処分
が別のところの判断で覆される可能性があるという点に心配はないのでしょうか。
切原　私が、不服審査事務をやっているわけではありませんし、制度が変わった時にも関わっていな
かったので、そのあたりの議論はどうされていたのかわからないのですが、私自身は率直にそう
いう心配はあると思っています。例えば、まさに市の重要政策に関わる処分について審査請求が
されるかはわからないですが、そのようなときは受託者である広島県の審査会も判断に悩まれる
のではないでしょうか。
南川　ありがとうございます。
青山公介（美作市総務課主事）　美作市の青山と申します。本日は大変貴重なお話しをありがとうござ
いました。今日のお話しの枠とは少し外れてしまうかもしれないのですが、行政不服審査の手続
きで、行政処分でないもの、典型的なものでは給水契約、給水停止の措置であるとか、こういっ
たものに対して不服審査があった場合、普通は却下となると思うのですが、この制度自体が一応、
第三者に意見を聞ける制度であることから、その裁判手続的機能が重視するあまり、安易にこれ
を受理して、審査を行うようなことがもしあった場合、どのような問題があるのか。お聞きして
みたいのですが。例えば、この審査会委員に対する報酬の支払いが、違法な支出にあたるのでは
ないか。労務の対価ですからあったということになるかと思いますので、どこまで問題になるの
かや、特にこの給水契約の場合には、詳しい内容は忘れたのですが、教示がされていたこととか
を理由にして、処分庁が認めたというような関係もあったと思いますので、そういったことを踏
まえましても、請求を却下するということ、それから受けた場合にどの程度問題になるのか、と
いうところをご相談といいますか、今、悩んでいるところでございます。
南川　ありがとうございます。先ず、やはり行政不服審査法に基く審査請求制度は、処分のみを対象
としているので、それは却下以外の対応は考えられないというふうに思っています。申立要件で
ある処分性がないわけですから。それにも関わらず、裁決庁が却下裁決以外の何らかの裁決をす
るということになりますと、誰が争うのかという問題もありますけれども、その裁決、すなわち、
棄却裁決や認容裁決は客観的には法規範に違背しており、違法な裁決といえます。ただ、この行
政不服審査法は地方分権対応型の法律なので、条例でカスタマイズが可能です。そこで、不服審
査の対象を処分以外にも言わば「横出し」して、処分以外の行政の決定について、審査請求をや
ることは考えられます。もちろん、その場合、そういう条例的な手当てをすることが、最低限必
要だと思います。話をもどして、いずれにせよ、カスタムされていない現行法のもとでは、本来
却下すべき事案に本案審理をすれば問題がありますが、住民訴訟のことはあまり心配ないと思い
ます。住民訴訟法上の違法について、このケースで参考になるのは、裁判の誤りを理由にした国
賠訴訟です。そこでは違法を職務上の注意義務違反とみていますが、それが参考になると思いま
す。ですから、審査会として、処分性がないにもかかわらず、あると判断して本案審理をしたと
しても、それだけで直ちに住民訴訟法上違法とはならないと思います。
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澤俊晴（山陽学園大学地域マネジメント学部准教授）　山陽学園大学の澤といいます。今日はどうも有
り難うございました。質問ではなくて、先ほど出た広島県の事務委託の審査会について、情報提
供というか、その時の状況を少し説明させていただきますと、審査会を立ち上げる時に広島県内
23市町全部がそれぞれ審査会を作って、審査会の委員さんを任命していきます。出るかどうかも
わからない審査請求のために審査会を作ります。というのが本当に効率的なのかという議論があ
り、共同処理というか事務委託で整理するという話で各市町に話しをして、その結果、政令市と
中核市、それと三次市と尾道市を除いて広島県に事務委託するという話になりました。その時に
抵抗感があるのかなと少し思っていたのですが、すんなりと決まったということが事情でした。
すみません。以上です。
南川　ありがとうございました。
古田　矢吹さんの報告で口頭意見陳述の話がありましたが、神戸市でも、法改正前に口頭意見陳述を
半日ずっと行ったという事例があり、更に質問権が認められる新法の下では延々と続くこともあ
りうるのではないかという議論もありましたので、行政不服審査法施工条例に口頭意見陳述は書
面で準備しなければならないという規定を置きました。口頭主義を没却するようにも見えます
が、文言自体は民事訴訟法のコピーです。裁判所のように「準備書面陳述ですね。」とだけ言って
陳述した扱いにするのではなく、実際に陳述してもらっています。あらかじめ書面を提出しても
らうことにより口頭意見陳述に出席する処分担当課も十分な準備ができますし、１時間ほど陳述
を聴いた事例もあるものの、一般的には抑制的な効果もあります。
矢吹　ありがとうございます。
南川　それでは、吉野先生、９月分の研究会の紹介、概要をお願いしたいのですが。
吉野　公正取引委員会がこの３月に地方公共団体職員のための競争政策独占禁止法ハンドブックとい
うのをオープンにされています。競争政策や独占禁止法について、佐藤先生はご存知だと思いま
すけれど、一般には馴染みがありません。次回、９月28日に競争政策について、公正取引委員会
の職員の方、それから岡山県の東原さんにお願いしております。是非、参加していただいたらと
思います。以上です。
南川　他にも行政法実務研究会では、常にテーマを募集しておりますので、行政実務上の課題、何か
ございましたら是非、事務局までメールでお知らせ下さい。それでは、今日は長くなりましたが、
以上で終了したいと思います。どうもありがとうございました。
